
年齢 負担割合
所得区分

[限度額認定証の表記]
所得要件

上位所得1[ア] ９０１万１円以上(※1)

上位所得2[イ] ６００万１円～９０１万円(※1)

一般1[ウ] ２１０万１円～６００万円(※1)

一般2[エ] ２１０万円以下(※1)

低所得[オ] 世帯に属する方全員の市区町村市民税が非課税の場合

課税所得６９０万円以上の方が一人でもいる場合

課税所得３８０万円以上６９０万円未満の方が

一人でもいる場合

現役並みⅠ［現役並みⅠ］
課税所得１４５万円以上３８０万円未満の方が

一人でもいる場合

一般
課税所得１４５万円未満の場合、

もしくは旧ただし書き所得の合計が２１０万円以下の場合

世帯に属する方全員の市区町村民税が非課税の場合

低所得Ⅰ[Ⅰ]
世帯に属する方全員の市区町村民税が非課税かつ全員の総所得が０円。

(年金所得は控除額を８０万６,７００円として計算)

(※1）総所得金額等から基礎控除４３万円を差し引いた後の金額です。

３割

(小学校入学前

の方は２割)

３割

２割

７０～７４歳

６９歳まで


